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厚生労働省子ども家庭局 

家庭福祉課虐待防止対策推進室 

 

 

警察との実質的な情報共有による連携の強化について 

 

平素より、児童虐待防止対策の推進にご尽力をいただき、厚く御礼申し上げます。 

児童虐待は、個々の事案について事態が急展開して警察の関与が必要な重大事件

に発展するおそれもあり、その対応に当たっては、児童相談所及び市町村において

日頃から警察と緊密な連携を図ることが重要です。 

児童虐待への対応における警察との具体的な連携の在り方につきましては、「児

童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」（平成30年７月20日児童虐待防止対

策に関する関係閣僚会議決定。以下「緊急総合対策」という。）を踏まえ、「児童

虐待への対応における警察との連携の強化について」（平成30年7月20日付け厚生労

働省子ども家庭局家庭福祉課長通知）、「「警察との情報共有に関するFAQ（自治体

向け）」の送付について」（平成30年11月27日付け厚生労働省子ども家庭局家庭福

祉課虐待防止対策推進室事務連絡）等により示しているところですが、今般、警察

庁より、「児童相談所等との実質的な情報共有による連携の強化について（通

達）」（令和４年３月２日付け警察庁丁少発第162号。以下「旧通達」）の有効期間

満了に伴い、別添のとおり「児童相談所等との実質的な情報共有による連携の強化

について（通達）」（令和５年３月16日付け警察庁丁少発第320号。以下「新通

達」）が各都道府県警察に対して発出されたところです。 

つきましては、緊急総合対策等により、児童相談所及び市町村において警察との

間で共有することとされている 

① 虐待による外傷、ネグレクト又は性的虐待があると考えられる事案等に関す 

る情報 

② 児童相談所が通告受理後、こどもと面会ができず、48時間以内に児童相談所

や関係機関において安全確認ができない事案に関する情報 

③ ①の児童虐待に起因した一時保護や施設入所等の措置をしている事案であっ

て、当該措置を解除し、家庭復帰するものに関する情報 

について、引き続き、新通達を踏まえ、特にリスク要因があると判断される事案に

ついては、警察とともに虐待行為のエスカレートや再発に係るリスク要因を点検す

るなどして情報共有を実質的なものとし、警察との連携強化によるこどもの安全確



保に努めていただきますようお願いいたします。 

なお、これは、警察庁における旧通達の有効期間満了に伴い、改めて新通達が発出

されたものであり、これまでの対応に特段の変更はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

【照会先】 
 厚生労働省子ども家庭局 
 家庭福祉課虐待防止対策推進室 
  自治体支援係 五十嵐 
 TEL：03-5253-1111（内線 4849） 
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